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第１章 業務継続計画の基本的な考え方 

第１節 基本的事項 

（１）計画策定の背景と目的 

平成 23年３月に発生した「東日本大震災」は、東日本各地に甚大な被害をもたらし、特に、庁

舎・職員が被災した市町村においては、一時的に行政機能が失われる深刻な事態に陥り、その業

務の実施は困難を極めるものとなった。また、平成 28年４月に発生した「熊本地震」では、熊本

県益城町において震度７の地震が２回観測されたほか、熊本県内の市町村庁舎が大きな被害を受

けるなど直下型地震による被害の大きさが改めて認識されることとなった。 

大規模災害が発生した際、町は、災害応急対策や災害からの復旧・復興対策の主体として重要

な役割を担う。町は、町民の生活に密着した行政サービスを提供しているため、休止することで

町民に大きな影響を及ぼす業務が多数ある。 

このため、非常事態であっても優先的に実施すべき業務を的確に行えるよう、業務継続計画

（BCP）の策定等事前の備えを行うことで、業務継続性を確保しておくことが重要である。 

国においても、内閣府が平成 27 年５月に「市町村のための業務継続計画作成ガイド」を、平成

28年２月には「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」（以下、「内閣府手

引き」という。）を作成するなど、地方公共団体における業務継続計画の策定を推進している。 

このような状況を踏まえ、災害発生時に町自らも被災し、人、物、情報等利用できる資源に制

約がある状況下において、優先的に実施すべき業務（非常時優先業務）を特定するとともに、業

務の執行体制や対応手順、継続に必要な資源の確保等をあらかじめ定め、地震等による大規模災

害発生時にあっても、適切な業務執行を行うことを目的とした「猪名川町業務継続計画（BCP）」

（以下、「本計画」という。）を策定する。 
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（２）業務継続計画の効果 

業務継続計画を策定することで、業務軸では被害・損害を少なくするとともに、時間軸ではい

ち早く復旧することができ、あらゆる損失を最小限にとどめる、減災効果が期待される。 

 

 

図 1 業務継続計画の策定による効果のイメージ 

 

（３）業務継続計画と地域防災計画との関係 

 

町の防災対策を定めた計画としては「猪名川町地域防災計画」（以下、「地域防災計画」という。）

がある。また、これを補完して具体的な体制や手順等を定めたものとして各種の災害対応マニュ

アルがある。業務継続計画は、これらの計画等を補完し、又は相まって、町自身が被災し、資源

制約が伴う条件下においても非常時優先業務の実施を確保するものである。 

本計画では、「地域防災計画」に基づき実施する「応急対策業務」、「早期実施すべき復旧業務」

と、通常業務の中で「優先度の高い通常業務」を「非常時優先業務」として位置づける。また、

一定の想定シナリオの下、非常時優先業務の継続・早期復旧の手順等について定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 業務継続計画の位置づけ 
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表 1 地域防災計画と業務継続計画の特徴 

 
猪名川町地域防災計画 

猪名川町業務継続計画 

（本計画） 

対象となる範囲 町、関係機関、事業者、町民等 町 

目的 

災害対策基本法第 42 条の規定

に基づき、発災時または事前に

実施すべき災害対策に係る事項

や役割分担等を定める。 

発災時の限られた資源をもと

に、非常時優先業務を目標とす

る時間、時期までに実施できる

ようにする。 

行政の被災 
行政の被災を想定する必要がな

い。 

職員や業務執行にかかる資源の

制約を前提とする。 

対象となる業務 
災害対策に係る業務（予防業務、

応急対策業務、復旧・復興業務） 

非常時優先業務（応急対策業務、

早期実施すべき復旧業務、優先

度の高い通常業務） 
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第２節 業務継続計画の発動と解除 

（１）発動要件 

本計画の発動要件は、「地域防災計画」及び「猪名川町職員防災体制」に示す配備体制の第３号

（非常）配備にあわせ発動するとともに、町域及び町行政機能に甚大な被害が生じた場合とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）発動権限者 

本計画の発動権限者は猪名川町災害対策本部長（町長）とする。本部長に事故があるとき、ま

たは本部長が欠けたときは、副本部長（副町長）を発動権限者とする。 

なお、災害発生時には計画の発動が流動的になることも考えられるため、発動前であっても、

必要に応じて初期対応をとり、継続実施すべき非常時優先業務、休止する業務について適切な対

応をとるよう努めるものする。 

 

（３）計画の発動解除 

本部長は、町における業務資源の不足等に伴う支障が改善され、安定的な業務継続が可能な場

合、本計画の発動解除を宣言する。 

ただし、各本部員は解除の宣言前であっても応急対策業務の進捗状況に応じ、休止・縮小した

通常業務を順次再開させていくものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

【発動要件】 

〇風水害等により中規模の被害が多発したとき若しくは大規模の被害が発生したとき又

は発生するおそれのあるとき。 

〇町内で震度６弱以上の地震を観測したとき。 

〇そのほか、猪名川町災害対策本部長（町長）が必要と認めた場合に、災害対策本部長の

宣言により発動する。 
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第３節 基本方針 

（１）計画の目標と方針 

本計画の目標と方針を以下に示す。 

・町民の生命・身体・財産を守るとともに被害を最小限にとどめることを第一の責務とし、応

急対策業務を中心とした非常時優先業務を最優先に実施する。 

 ※原則発災時は通常業務を停止し、災害業務に専念する。 
・町民及び町の社会経済活動への影響を考慮して優先度の高い通常業務を明らかにし、それ以

外の通常業務は積極的に休止・縮小する。 

・非常時優先業務の実施に必要な体制を確立し、必要な資源（人員・資機材等）の確保を図る。 

・平常時から教育や訓練等を着実に実施するとともに、不足する資源への適切な対策をとり、

業務継続計画の実効性を高める。 

 

（２）業務着手目標時間の設定と業務内容の考え方 

業務着手目標時間の設定は、基本的に内閣府手引きで示された考え方に基づくが、「地震に関す

る情報発表直後」を加え、初めに行うべき業務を明確にする。 

業務内容の考え方は、下表に示す通りである。 

表 2 業務着手目標時間と該当する業務内容 

業務着手目標時間 該当する業務の考え方 

①地震に関する 

情報発表直後 

・情報収集・伝達 

・初動体制の確立に向けた準備開始 

②３時間以内 ・職員及び家族の安全確保 

・初動体制の確立 

・被災状況の把握 

・救助・救急の開始 

・避難所の開設 

③１日以内 ・応急活動（救助・救急以外）の開始 

・避難生活支援の開始 

・重大な行事の手続き 

④３日以内 ・被災者への支援の開始 

・他の業務の前提となる行政機能の回復 

⑤２週間以内 ・復旧・復興に係る業務の本格化 

・窓口行政機能の回復 

⑥１ヶ月以内 ・その他の行政機能の回復 
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第４節 前提とする災害 

（１）想定災害の考え方 

内閣府手引きでは、想定する危機事象の選定の考え方として、「『本庁舎が最も被害を受ける災

害』を想定することが望ましい。」としている。本計画においても、内閣府手引きの考え方に基づ

き、あらゆる可能性を考慮した最大クラスの災害を想定する。 

 

（２）地震の想定 

想定地震は、「地域防災計画」で示されている地震のうち最も甚大な被害が想定される地震であ

る「猪名川町直下地震（M6.9、震度６強）」とする。 

表 3 猪名川町直下地震の概要 

項 目 内 容 

地震の種類 内陸型（県内断層） 

地震の大きさ M6.9 

震度 6強 

物的被害（棟） 全壊 204、半壊 1,097、焼失 3 

人的被害（人） 死者 14、負傷者 151、重傷者 10 

資料：「兵庫県の地震被害想定」（平成 21～22年兵庫県実施） 

 

（３）風水害の想定 

風水害の想定災害は、近年発生したもののうち最も被害規模の大きい「平成 26 年台風 11 号豪

雨災害」及び「平成 30年 7月豪雨」とする。 

表 4 平成 26年台風 11号豪雨災害の概要 

項 目 内 容 

降雨 降雨量 53mm／時間   288mm／48時間 

床上・床下浸水 
住家床上浸水 2棟 

住家床下浸水 17棟 

 

表 5 平成 30年 7月豪雨の概要 

項 目 内 容 

降雨 降雨量 42mm／時間   477mm／120時間 

床上・床下浸水 

死者   1名 

負傷者  2名 

床下浸水 9棟 
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第２章 町職員の参集状況の想定 

（１）参集可能人員の算出 

猪名川町職員の居住地及び勤務場所までの距離等を把握し、猪名川町において非常時優先業務

を遂行するための人員が確保されるかを確認することを目的として、以下の要領で職員参集調査

を実施した。 

 

○調査対象者   ：猪名川町職員２４１人（令和４年３月現在） 

○調査期間   ：令和４年２月～３月 

○回収結果   ：回収数２４１人(対象者から休職中の職員を除いた数) 

 

その結果をもとに、休日の勤務時間外に地震が発生し、公共交通機関が全て止まっている状況

を想定し、職員の参集状況を推計した。推計に当たっては、内閣府手引き等を参考に次に示す手

順で設定した。 

 

○推計条件 

○ 職員の居住場所から参集場所（勤務場所）までの直線距離を調査。 

○ 歩行距離…居住地から勤務場所まで直線距離で移動することは困難であるため、迂回等

の状況を考慮し、直線距離×１．５倍として算出した。 

○ 歩行速度…３㎞/hとして算出した。 

○ 計算式 …参集所要時間（ｈ）＝歩行距離（㎞）／歩行速度（㎞/ｈ） 

 

表 6 時系列による参集の考え方 

区 分 考え方 

発災～３日 

徒歩での移動が可能な、参集場所から歩行距離 30㎞圏内に居住する職員が、

順次参集する。しかし、そのうち本人や家族の死傷、重症または救出・救

助活動に従事するために参集できない職員が２割いると想定する。 

４日～６日 

公共交通機関等が復旧することで、全職員が参集可能となる。すべての職

員のうち、１割の職員が本人や家族の死傷や、救出・救助活動に従事する

ために参集が困難であると想定し、９割の参集率とする。 

１週間以降 全職員のうち２％程度は本人の死傷等により参集不可能とする。 

※上記の算出方法は、阪神淡路大震災時の伊丹市職員参集率及び熊本地震時の熊本市の職員参集率を参考に作成。 
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（２）想定参集人数 

前項の方法によって、参集可能人数は以下のように推計した。 

 

表 7 参集人数 

区分 ～１時間 ～３時間 ～６時間 ～１日 ～３日 ～６日 
１週間以

降 

参集人数（人） 37 76 77 49 0 2 0 

参集人数（人） 

(積算値) 
37 113 190 207 207 241 241 

出勤困難者 

想定参集人数

（人） 
19 68 114 167 191 217 236 

※参集人数(積算値)は、調査に基づく全職員の結果となるが、出勤困難者想定参集人数は前ページに記載して 

いる災害状況を想定し、ケガ等により出勤が困難である人数を引いた人数となる。 
 

 
 

 

 

 

徒歩による参集 公共交通機関の復旧 
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図 3 出勤困難者想定参集人数の推移 

 

10.5km未満 

計：122人 

 （50.6%） 
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「着手時間」：発災後「２週間」以内かつ 

「目標時間」：発災後「１か月」以内 

図 4 職員の居住地から勤務場所までの歩行距離（全体） 

 

第３章 非常時優先業務 

第１節 非常時優先業務の選定方法 

（１）非常時優先業務の選定調査 

本計画において、非常時優先業務とは、「災害発生時に町民の生命・身体・財産を守るとともに

被害を最小限にとどめることを第一の責務とし、都市機能の維持・早期回復を図るために実施す

る業務であり、人命救助や避難者対応などを中心とした応急対策業務と、町民及び町の社会経済

活動への影響を考慮して、町の通常業務のうち災害発生時にも継続する必要のある優先度の高い

通常業務」とする。 

災害発生後の応急対策業務については、「地域防災計画」と「猪名川町職員防災体制」において

実施すべき事項が取りまとめられている。一方、通常業務については明確な指針がないことから、

本計画の中で明らかにするため、各課を対象に非常時優先業務の選定に関する調査を実施した。 

 

（２）非常時優先業務の定義 

本計画では、「地域防災計画」に基づき実施する「応急対策業務」と、通常業務のうち「優先度

の高い通常業務」を「非常時優先業務」として位置づける。 

「非常時優先業務」を選定するにあたって基準となる「着手時間」「目標時間」は次のとおりで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

災害 

発生 

発災後２週間 

着手時間 

目標時間 

発災後１か月 
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図 5 非常時優先業務の定義 

発災後「２週間」は、職員・資機材・庁舎等利用の制約がある状況下において、それらを優先

的に配分して当該業務に着手しなければならず、かつ「１か月」以内に「目標レベル（目標とす

る状況）」を達成しなければならない業務を、非常時優先業務とする。 

 

（３）非常時優先業務選定にあたっての手順 

町の規則、規程など（「猪名川町事務分掌規則」「猪名川町消防署の組織に関する規程」など）

で定めている各組織の事務分掌を基に、実施している具体的な業務の洗い出しを行った。その際、

業務ごとに、災害発生時に当該業務に着手すべき時間を設定した。 

なお、選定にあたっては、インフラ（人、食糧、電気等）の被害状況を前提とした業務遂行可

否にて判断を行うのではなく、あくまで町民への影響を考慮し、優先的に達成しなければならな

い業務を非常時優先業務としている。 

 

第２節 非常時優先業務の選定結果 

災害対策本部における応急対策業務は 55業務あり、全通常業務のうち、優先度の高い通常業務

として選定されたものは 113業務となった。組織別で見ると、以下のとおりである。 

 

表 8 組織別の非常時優先業務 選定結果 

災害対策本部名 部名 担当課名 応急対策業務数 通常業務数 

総括部 企画総務部 
総務課 

13 
３ 

生活安全課 ４ 

情報部 

企画総務部 企画政策課 

５ 

１ 

会計課 ２ 

議会事務局 ２ 

援護部 

企画総務部 税務課 

11 

３ 

生活部 

住民課 13 

福祉課 ４ 

保険課 ４ 

こども課 ８ 

地域振興部 地域交流課 １ 

施設部 

まちづくり部 
建設課 

12 

６ 

都市政策課 ５ 

地域振興部 
農業環境課 ４ 

産業労働課 ０ 

水道部 まちづくり部 上下水道課 ２ 16 

教育部 教育委員会 
教育振興課 

５ 
15 

学校教育課 ２ 

消防防災部 消防本部 
消防本部 

７ 
10 

消防署 10 

合計 55 113 
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第３節 非常時優先業務の一覧 

（１）総括部 【生活安全課・総務課】 

■応急対策業務 

業 務 名 

業務着手目標時間 

３
時
間
以
内 

１
日
以
内 

３
日
以
内 

１
週
間
以
内 

２
週
間
以
内 

本部員の招集      

気象情報や雨量、水量等の情報収集整理      

被害状況をもとに各部への指示      

各部並びに各機関との連絡調整      

県本部、関係機関、警察署、隣接市町との連絡調整      

相互応援      

いなぼうネットや防災情報システム等による災害情報の周
知      

車及び要員、資材の輸送      

庁舎及び物品の保護管理      

本部要員の庶務、給食      

予算に関する業務      

被害調査に関する業務      

受援に関する業務      

 

■通常業務 

業 務 名 
担 当 課 

名 

業務着手目標時間 

３
時
間
以
内 

１
日
以
内 

３
日
以
内 

１
週
間
以
内 

２
週
間
以
内 

文書の収受、発送及び整理保管 総務課      

庁舎及び設備の維持管理 総務課      

公用車の適正な管理 総務課      

Ｊアラート・Ｅｍネットの受信 生活安全課      

防災無線機器、通信機器の維持管理 生活安全課      

危機管理対策本部 
／新型インフルエンザ等連絡会議事務 生活安全課      

生活安全に関わる事務 生活安全課      
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（２）情報部 【企画政策課・会計課・議会事務局】 

■応急対策業務 

業 務 名 

業務着手目標時間 

３
時
間
以
内 

１
日
以
内 

３
日
以
内 

１
週
間
以
内 

２
週
間
以
内 

住民からの電話対応による被害情報の収集、記録      

電話対応による被害情報の総括部への伝達      

広報活動      

マスコミ対応      

職員の対応状況等の記録      

 

■通常業務 

業 務 名 
担 当 課 

名 

業務着手目標時間 

３
時
間
以
内 

１
日
以
内 

３
日
以
内 

１
週
間
以
内 

２
週
間
以
内 

情報ネットワークの整備及び管理 企画政策課      

指定金融機関との調整及び指定・収納代理金
融機関の加入事務 会計課      

公金の収納及び支払事務 会計課      

議会運営に関する事務 議会事務局      

議場その他議会関係各室の適正な管理 議会事務局      
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（３）援護部 【税務課・住民課・保険課・福祉課・こども課・地域交

流課】 

■応急対策業務 

業 務 名 

業務着手目標時間 

３
時
間
以
内 

１
日
以
内 

３
日
以
内 

１
週
間
以
内 

２
週
間
以
内 

避難所の開設、維持管理      

衛生資材の調達      

防疫業務      

罹災者の生活、援護に関する業務      

罹災者物資の輸送      

住家被害認定調査      

罹災証明に関する業務      

医療、救護に関する業務      

救護所の開設、維持管理      

災害見舞金に関する業務      

遺体の処理      

 

■通常業務 

業 務 名 
担 当 課 

名 

業務着手目標時間 

３
時
間
以
内 

１
日
以
内 

３
日
以
内 

１
週
間
以
内 

２
週
間
以
内 

町税等の賦課に関する業務 税務課      

固定資産税等の台帳の整理 税務課      

収納金の収納整理 税務課      

戸籍事務 住民課      

住民基本台帳事務 住民課      

印鑑登録事務 住民課      

埋火葬許可及び火葬場使用許可 住民課      

各種証明発行事務 住民課      

住基ネットシステム等の維持管理 住民課      

施設の適正管理（火葬場） 住民課      
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医療体制の構築 
（健康福祉事務所・関係機関との連携） 

住民課 
（健康づくり室）      

妊娠届、母子健康手帳の交付 住民課 
（健康づくり室）      

予防接種 
住民課 

（健康づくり室）      

各種証明の交付 住民課 
（日生・六瀬連絡所）      

町税等の収納 住民課 
（日生・六瀬連絡所）      

各種届出の進達 住民課 
（日生・六瀬連絡所）      

国民健康保険に関する資格管理、給付の手続
き、各種事業の実施 保険課      

後期高齢者医療保険の資格管理、給付申請等
の手続き 保険課      

国民年金に関する手続き 保険課      

介護保険資格管理 保険課      

社資募集、救援物資の補給・管理（日本赤十字
社） 

福祉課      

町社会福祉協議会の運営管理 福祉課      

障害者相談支援事業 福祉課      

障害者・高齢者虐待防止に関する業務 福祉課      

児童虐待・ＤＶ防止に関する業務 こども課      

母子、父子、寡婦、寡夫福祉に関する手続き こども課      

児童手当、児童扶養手当及び特別児童扶養手
当に関する手続き 

こども課      

母子家庭等福祉金の給付 こども課      

乳幼児等医療助成事業 こども課      

こども医療助成事業 こども課      

猪名川保育園の運営管理、入所管理 こども課      

子育て支援センターの運営管理 こども課      

外国人生活相談支援事業 地域交流課      
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（４）施設部 【建設課・都市政策課・農業環境課・産業労働課】 

■応急対策業務 

業 務 名 

業務着手目標時間 

３
時
間
以
内 

１
日
以
内 

３
日
以
内 

１
週
間
以
内 

２
週
間
以
内 

公共土木施設の応急処置      

農地、農業用地施設の応急処置      

治山治水の応急処置      

ため池の危険防止      

現地での専門技術指導      

災害応急住宅に関する業務      

農林物産施設の応急処置      

住宅造成及びその他の開発の防災対策      

砂防及び地すべり対策の応急処置      

被害農家の金融等応急処置      

指定公共機関との連絡調整      

災害廃棄物の処理に関する業務      

 

■通常業務 

業 務 名 
担 当 課 

名 

業務着手目標時間 

３
時
間
以
内 

１
日
以
内 

３
日
以
内 

１
週
間
以
内 

２
週
間
以
内 

道路、橋りょう等の維持補修 建設課      

治水、水防及び砂防に関する事務 建設課      

公園、緑地の整備及び維持管理 建設課      

町公共土木工事の技術協力 建設課      

道路及び河川台帳の整備 建設課      

道路及び河川、水路、里道等の管理 建設課      

開発指導、建築指導、建築確認申請に関する業
務 都市政策課      

宅地造成等規制法に伴う指導 都市政策課      

「国土利用計画法」に伴う指導、受理 都市政策課      

町営住宅維持管理 都市政策課      
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業 務 名 
担 当 課 

名 

業務着手目標時間 

３
時
間
以
内 

１
日
以
内 

３
日
以
内 

１
週
間
以
内 

２
週
間
以
内 

公共交通対策 都市政策課      

「家畜伝染病予防法」に基づく発生予防及び 
まん延防止 農業環境課      

ごみ・し尿収集業務 農業環境課      

施設の適正管理（クリーンセンター、し尿処
理場） 農業環境課      

害虫の駆除及び死獣処理業務 農業環境課      

 

（５）水道部 【上下水道課】 

■応急対策業務 

業 務 名 

業務着手目標時間 

３
時
間
以
内 

１
日
以
内 

３
日
以
内 

１
週
間
以
内 

２
週
間
以
内 

浄水場、各配水施設及び下水道施設の情報収集      

上下水道施設の危険防止、応急処置及び各部への協力      

 

■通常業務 

業 務 名 
担 当 課 

名 

業務着手目標時間 

３
時
間
以
内 

１
日
以
内 

３
日
以
内 

１
週
間
以
内 

２
週
間
以
内 

量水器の管理、点検及び検査 上下水道課      

水道の開、閉栓及び使用者変更等の受理 上下水道課      

水道施設の管理及び点検 上下水道課      

給、配水管の維持管理 上下水道課      

中央監視装置の運転及び維持管理 上下水道課      

配水場、浄水場の維持管理及び水質検査 上下水道課      

給水装置工事の受付、審査及び検査 上下水道課      

貯蔵品の管理及び出入庫に関すること 上下水道課      
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業 務 名 
担 当 課 

名 

業務着手目標時間 

３
時
間
以
内 

１
日
以
内 

３
日
以
内 

１
週
間
以
内 

２
週
間
以
内 

簡易専用水道に関すること 上下水道課      

取水、浄水及び送水の調整、維持管理、記録
等に関すること 上下水道課      

受水に関すること 上下水道課      

浄水処理に関すること 上下水道課      

電気、機械及び計装設備の維持管理に関するこ
と 上下水道課      

排水設備工事の受付、審査及び検査に関するこ
と 上下水道課      

猪名川流域下水道事業に関すること 上下水道課      

公用車の適正な管理 上下水道課      

 

（６）教育部 【教育振興課・学校教育課】 

■応急対策業務 

業 務 名 

業務着手目標時間 

３
時
間
以
内 

１
日
以
内 

３
日
以
内 

１
週
間
以
内 

２
週
間
以
内 

教職員、生徒、児童、園児の被害調査及び応急対策      

罹災生徒、児童の学用品の給付      

教育施設の災害応急対策      

教育施設の使用に関する業務      

学校内の情報収集      

 

■通常業務 

業 務 名 
担 当 課 

名 

業務着手目標時間 

３
時
間
以
内 

１
日
以
内 

３
日
以
内 

１
週
間
以
内 

２
週
間
以
内 

教育委員会運営 教育振興課      
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学校営繕 教育振興課      

学齢簿整備 教育振興課      

就学・就園手続 教育振興課      

就学援助 教育振興課      

奨学金 教育振興課      

通学路管理 教育振興課      

教職員住宅管理 教育振興課      

施設の運営管理（図書館・公民館・教育支援セン
ター） 

教育振興課      

献立作成調理指導 
教育振興課 
（給食センタ

ー） 
     

給食物資の購入 
教育振興課 
（給食センタ

ー） 
     

給食センターの施設・設備、物品の管理及び
整備 

教育振興課 
（給食センタ

ー） 
     

給食人員調査校内連絡調整 
教育振興課 
（給食センタ

ー） 
     

調理業務 
教育振興課 
（給食センタ

ー） 
     

配送回収業務 
教育振興課 
（給食センタ

ー） 
     

学校園での健診、保健業務 学校教育課      

校長会、園長会及び教頭会の開催 学校教育課      
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（７）消防防災部 【消防本部・消防署】 

■応急対策業務 

業 務 名 

業務着手目標時間 

３
時
間
以
内 

１
日
以
内 

３
日
以
内 

１
週
間
以
内 

２
週
間
以
内 

避難誘導      

気象情報の受信及び通報      

災害情報及び被害報告に関する業務      

水火災の警戒、防御      

救急、救助、救出      

消防資機材の整備      

消防団統括部長への連絡調整      

 

■通常業務 

業 務 名 
担 当 課 

名 

業務着手目標時間 

３
時
間
以
内 

１
日
以
内 

３
日
以
内 

１
週
間
以
内 

２
週
間
以
内 

火の使用に関する制限 消防本部      

消防同意 消防本部      

危険物規制及び危険物施設立入検査 消防本部      

防火対象物査察 消防本部      

消防用設備等の指導及び規制 消防本部      

消防部隊運用 消防本部      

警防計画、対策及び職員非常招集計画 消防本部      

消防相互応援協定及び緊急消防援助隊 消防本部      

消防車両、消防機械器具、通信施設等の運用 
及び保守・点検、管理 消防本部      

防災関係事務の消防分野 消防本部      

火災、救助、救急等の受報及び出動指令 消防署      

火災、救助、救急等の出動 消防署      

災害現場の情報支援 消防署      

非常招集の伝達及び関係機関等への出動要
請 消防署      
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災害報告及び災害統計 消防署      

救急医療体制 消防署      

高度救命救急処置 消防署      

消防地水利調査 消防署      

火災原因調査 消防署      

「火災予防条例」第 45条の規定による届出 消防署      
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第４章 今後の取り組み 

非常時優先業務を円滑に実施するために必要な取り組みを以下に示す。今後、これらの取り組

みを進めることで、業務継続性の確保に努める。 

 

第１節 非常時優先業務実施体制の確立 

本計画を発動したときは、全職員を動員し職員体制を確立することとなる。地震及び風水害の

発災により発動要件に達した場合には、勤務時間内・外にかかわらず、ただちに本計画が発動さ

れ、災害対策本部長の指令を待たずに動員指令は発令されたものとみなし、全職員は非常配備に

つくものとする。 

 

（１）職員の確保 

各課の非常時優先業務の遂行に必要な職員数や参集可能な職員の状況等を見極め、職員の応援

や人員配置について、適切に行う。 

 

（２）職員の参集 

  各職員は、「地域防災計画」及び「猪名川町職員防災体制」に示された配備体制に準じて、定

められた場所に参集する。そのほか、本計画が発動される場合、以下の点に留意して職員は参集

する。 

 ①職員の参集状況の確認 

  本計画が発動された場合、総括部は各部（各課）から職員の参集状況を確認し、速やかに災

害対策本部に連絡する。 

②職員の参集に際しての任務 

勤務時間外に本計画が発動された場合、職員は自宅から参集するまでの途中の被災状況を確

認し、災害対策本部に連絡する。 

 

（３）職員･家族の安否確認 

①職員の安否確認 

非常時優先業務を着実に実施していくためには、人員を確保することが基本となる。職員は

日ごろから、災害から自分自身の身を守る行動に心がける。 

本計画が発動される場合には、自分自身の安否を直ちに災害対策本部に連絡できるよう、連

絡方法を確認しておく。 

 

【職員の安否確認の連絡ルール】 

〇震度６弱以上の地震が発生した場合には、職員は１時間以内に本部に自身の安否を連絡す
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る。 

②家族の安否確認 

職員の参集を実現するためには、同時にその家族の安否確認を確実かつ速やかに行うことが

重要である。 

職員は日ごろから家族との間でメールや災害用伝言ダイヤル、災害用伝言板等の連絡方法を

確認して、家族の安否確認を確実かつ速やかに行うことができるよう準備しておく。 

 

（４）職員の勤務体制 

①意思決定権限の明確化 

発災直後の初動期にあっては、職員の参集率も低く、幹部職員が参集できていない状況も想

定される。一方、各担当部署における業務を円滑かつ迅速に実施するためには、緊急時に重要

な意思決定に支障を生じさせないことが不可欠である。 

そのため、災害対策本部長（町長）不在の場合の職務の代行順位をあらかじめ定め、明確に

する必要がある。災害対策本部長の職務の代行順位は、以下のとおりとする。 

 

【災害対策本部長の職務代理者の順序】 

〇第１順位 副町長 

〇第２順位 教育長 

〇第３順位 企画総務部長 

 

②職員の健康管理 

発災直後の業務は多忙を極め、長時間の労働となる可能性が高い。また、応急対応業務から

徐々に復旧業務、通常業務へと移行するまでは長期間を要すると想定されることから、非常時

優先業務を継続的に遂行していくため、睡眠、休息、食事といった時間が不規則にならないよ

う、勤務の交代を適切に行う。 

 

（５）応援体制の確立 

 本町が兵庫県及び県内外の市町、阪神圏域等で締結している「兵庫県及び市町相互間の災害時

応援協定」「災害応急対策活動の相互応援に関する協定」などに基づき、応援体制を確立する。 

今後も災害時等に災害対策本部の運営に必要な職員並びに食糧、資機材、車両などが大きく不

足する場合にあっては、大規模災害の概要を明らかにして、応援を要請する。また、県外市町の

自治体等を中心に、協定を締結し、応援体制を拡充していく。 
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第２節 執務執行環境の改善 

（１）代替庁舎の設定及び執務空間の確保 

①代替庁舎の設定 

役場本庁舎が使用不可能となった場合の執務場所となる代替施設は、第一に役場第二庁舎２

階、第二に六瀬総合センターを活用する。これらの施設については、代替施設として活用でき

るよう、執務環境を確保する。 

  

②執務空間の安全対策 

大規模災害時に防災上の拠点となる施設にあっては、書庫・キャビネット・什器などのオフ

ィス家具などの転倒防止対策をはじめ、ガラスの飛散防止対策等を推進する。 

 

（２）情報システムの機能確保 

①システム機器の耐震性の向上 

サーバー、ディスプレイ、プリンタなどシステム機器については、大規模地震等で転倒、落

下などにより故障する可能性があるため、固定化するなど耐震性を高める。 

 

②システムの維持 

本町のメインシステムは、大規模災害等で主電源が停止した場合には災害用非常発電機によ

り一定時間サーバーの動作の継続が可能である。 

システムへの電力供給及び空調が継続されるよう災害用非常用発電設備等の整備を進める。 

 

③システムのバックアップ 

メインシステムのデータは、ハードディスクを複数化するほか、バックアップデータを遠隔

地へ保管するなどの対応を行っておく。 

 

④システムの復旧 

外部事業者との間の取決めの中で緊急時における対応を明確化しておくことなど、緊急時に

おけるシステム復旧体制を確実なものとしておく。 

 

⑤通信回線事業者との連絡 

システム機器や電力に問題がなくても、外部の通信回線が確保されないことにより、情報シ

ステムが稼働しないという事態も想定される。非常時優先業務の実施を図るために、通信回線

の二重化などの対応策を講じることとする。 
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⑥各部局で管理するシステム 

全庁で使用するメインシステム以外で、関係課がそれぞれに運用する情報システムについて

は、上記①～⑤に準じて対応策を講じることとする。 

 

（３）電力、燃料、水・食糧等の確保 

①電力の確保 

災害対策本部が置かれ非常時優先業務の拠点となる本庁舎及び第二庁舎にあっては、災害用

非常発電機を設置している。 

また、その他の拠点施設においても人命救助の観点から３日間は、外部からの供給なしで非

常用電源を稼働可能とするため、災害用非常発電設備の供給量確保、配分のあり方について継

続的に検討する。 

 

②燃料の確保 

非常時優先業務の実施に支障をきたすことがないよう、協定の締結などを通じて燃料供給体

制を確立する。 

 

③水、食糧等の確保 

災害時に業務にあたる参集職員用として、３日分の飲料水、食糧の継続確保に努める。 

  各事業者との協定による職員用の飲料水、食糧等の流通備蓄を定期的に確保するとともに、

備蓄物資、流通備蓄確保（運搬・受入れ等）対策の定期的な確認を行う。 

 

④消耗品等その他必要物品の確保 

  非常時優先業務にあたる職員用の仮眠用の毛布、非常用トイレ、その他生活必需品の備蓄量

を定期的に確認する。 

また、コピー用紙やトナー等の消耗品は災害時であっても使用する頻度が高いことから、数

日分の備蓄に努める。 

 

（４）通信手段の確保 

①効果的な通信手段の活用 

町及び各防災関係機関、支所、避難場所などの町内の防災拠点間については、通常の通信手

段が利用できない場合でも、携帯電話・一般電話の優先利用、災害時優先電話、町防災情報シ

ステムなどを有効に活用して通信手段を確保する。 

 

②情報通信ネットワーク等の活用 

県が進めるフェニックス防災システム等を活用し、一般電話回線が使用できない場合でも関
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係機関との通信を確保する。 

 

（５）情報の収集と発信 

①情報の収集 

町内の被害状況や震度などの情報収集は、町独自の情報収集はもとより、国、県、気象庁な

どの情報を最大限利用し情報収集するとともに、防災関連システムを活用して情報収集にあた

る。 

 

②情報の発信 

町内の被害状況、避難所の設置運営などの情報は、町民の安全確保や避難行動に不可欠であ

る。そのため、町民向けの情報発信には、広報車、町防災情報システム、J アラート、電話、

ファクシミリ、ホームページ、ひょうご防災ネット、テレビ、ラジオ、各機関の広報紙など様々

な手段を駆使して情報発信を行う。 

また、町民への広報をはじめ、他地域への応援要請、町の被災状況や必要な応援物資などの

情報を対外的に情報発信していくため、SNSを活用した情報発信についても検討を図る。 

 

第３節 業務継続計画の運用に向けて 

（１）業務継続管理 

本計画を運用するうえでは、計画（Plan）→実行（Do）→評価（Check）→見直し（Act）の

PDCAサイクルを展開し、組織としての業務継続能力を継続的に維持・改善するプロセスを構築

する。 

また、国・県等のマニュアル更新や町の動向等に合わせて、定期的に計画の内容を見直し、

必要に応じて更新する。 

 

（２）訓練・教育の実施 

本計画を実際に機能させていくため、職員一人ひとりの業務継続能力を継続的に維持・向上

させていくための職員研修や訓練を実施する。 

なお、本計画の見直し（維持・改善）や各種のマニュアルづくりにあたっては、職員の危機

管理意識の醸成、現場における応用能力の向上といった効果を期待して、関係各課の主体的な

参加を得て遂行する。 

 

（３）マニュアル等の整備 

各課では、非常時優先業務の遂行に必要な業務実施手順や関係機関との連携方法等を検討し、

業務マニュアル等として整備する。 

整備されたマニュアル等は定期的に内容を見直し、必要に応じて更新する。 
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（４）計画の周知 

平常時から職員に対する訓練・研修等を通じて内容を周知し、計画に対する理解を促す。ま

た、町民に対しても本計画の意義や内容等の情報提供を行い、災害時の町の業務執行体制につ

いて理解を求める。 

本町が所有する施設の中で、指定管理制度を活用している施設や外郭団体が施設管理者とな

っている施設については、指定管理者並びに外郭団体等の事業者に対し本計画の周知を図ると

ともに、大規模災害時の対応等について契約･協定等の締結を進めていく。
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第１章 受援編の目的と位置づけ 

災害が発生した場合、外部からの応援を迅速、的確に受け入れて対応することが必要不可欠で

ある。このため、猪名川町における応援職員等を迅速、的確に受け入れて情報共有や各種調整を

行うための体制と受援対象業務を明らかとし、業務継続編を補完するものとして策定する。 

 

第２章 受援体制の整備 

本町における庁内全体の受援担当者、各業務の受援担当者及び兵庫県の体制については、下表

のとおり。 

 

猪名川町の各受援担当者 

分類 
（班名） 
業務名 

区分 担当部署・役職 連絡先(内線) 

庁
内
全
体
の 

受
援
担
当
者 

（受援班） 
受援 

責任者 企画総務部 部長 766-0001 

受援 
担当者 

総務課 課長 766-8708 

各
業
務
の
受
援
担
当
者 

（援護部） 
避難所運営 

責任者 生活部 部長 766-0001 

受援 
担当者 

保険課 課長 767-6235 

（施設部） 
災害廃棄物 

処理 

責任者 地域振興部 部長 766-0001 

受援 
担当者 

農業環境課 課長 766-8709 

（援護部） 
住家被害認定 

調査 

責任者 まちづくり部長 766-0001 

受援 
担当者 

税務課 課長 766-8702 

（援護部） 
罹災証明書 

交付 

責任者 教育部 部長 766-0001 

受援 
担当者 

福祉課 課長 766-8701 
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分類 
（班名） 
業務名 

区分 担当部署・役職 連絡先(内線) 

受
援
担
当
者 

（施設部） 
支援物資受入 

責任者 議会事務局 局長 766-0001 

受援 
担当者 

産業労働課 課長 767-6253 

 
 
 
 
 

兵庫県の連絡窓口 

分類 班名 区分 担当部署・役職 連絡先 

兵
庫
県 

応援・ 
受援班 

受援 
担当者 

市町振興課 
（行政担当） 

078-362-3098 

 兵庫県の担当部署は令和６年１月１日現在の情報のため、変更する場合は新たに更新する 
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第３章 災害時の応援職員等の受入れ 

第１節 受援担当者の役割 

庁内全体の受援担当者及び各業務の受援担当者それぞれの主な役割は下表のとおり。 

 

各受援担当者の主な役割 

 

          
災害対策本部長 

 

  

    

 

    
災害対策本部 受援担当者 

  

 

   

 

 

 

援護部 
 

施設部 
 

支援要請 
 

 

 

 

 

 

  

  

避難所運営 
 

家屋被害調査 
 

罹災証明発行 
 

災害廃棄物処理 
 

支援物資受入れ 

 

 

           

 主な役割 

庁内全体の 

受援担当者 

・兵庫県や応援職員等派遣機関との応援職員等の受入れ調整に関すること 

・各業務の受援担当者との応援職員等の受入れ調整に関すること 

・各業務の人的応援のとりまとめに関すること 

・受援に関する庁内全体の調整会議の運営に関すること 

各業務の 

受援担当者 

・庁内全体の受援担当者との応援職員等の受入れ調整に関すること 

・各業務における応援職員等の受入れに関すること（状況把握、サポート

等） 
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第２節 応援職員等の受入れに関する基本的な流れ 

本町における、災害発生後の応援職員等の受入れの基本的な流れを下記に示す。また、各業務の

主な内容を次ページ以降に示す。 

 

 

災害時における受援業務の基本的な流れ 
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1. 都道府県との調整【庁内全体】 

 庁内全体の受援担当者は、被災状況や職員の参集状況などを踏まえ、都道府県（派遣されてい

るリエゾンも含む）に対し、応援の必要性を伝え、必要となる応援の内容と応援規模等を相談

する。 

 応援職員等の要請や災害マネジメントについて不安のある場合は、都道府県と調整の上、それ

らに関して知見のある都道府県職員や被災市区町村応援職員確保システムに基づいた総括支

援チームの派遣を要請する。 

 

2. 県職員等の受入れ【庁内全体】 

 庁内全体の受援担当者は、県職員等の受入れにあたって必要となる執務スペースを確保し、受

入れ環境を準備する（受援シート（Ⅱ編第４章第３節）により事前に整理）。 

 

3. 必要人数等の把握【庁内全体（各業務）】 

 庁内全体の受援担当者は、必要に応じて県職員等の助言等を受けながら、各業務の受援担当者

に対し、応援側に求める業務内容等と必要人数（正確な値を求めることが困難な場合は、その

時点で必要と考えられる大まかな人数）を整理するよう依頼する。 

 各業務の受援担当者は、受援シートの「応援職員等の要請人数の考え方」等を参考に、庁内で

動員できる職員等も考慮して必要な応援人数を見積もる。 

 

4. 応援職員等の要請【庁内全体（各業務）】 

 庁内全体の受援担当者は、各業務の受援担当者に応援が必要な業務内容と人数等を確認する。 

 庁内全体の受援担当者は、応援が必要な業務内容等と人数を取りまとめ、災害対策本部長の承

認のもと、都道府県や協定締結団体等に応援職員等の派遣を要請する。なお、あらかじめ定め

られたルール等に基づき各業務の受援担当者が要請を行う場合には、庁内全体の受援担当者と

情報共有する。 

 

5. 応援職員等の受入れ【各業務（庁内全体）】 

 各業務の受援担当者は、応援職員等が円滑に活動できるよう事前に受援シートで定めている執

務スペース、資機材等や被災地の地図、各種マニュアル等を準備する。 

 各業務の受援担当者は、応援職員等を受け入れる際に庁内全体の受援担当者と情報共有する。 

 応援職員等が到着した際、最初の打合せにおいて、被災地の状況や業務内容等を受援シートな

ども活用しながら説明（※）する。 

※ 説明事項の例 
①現在の状況 ②関係者のリストや連絡先 ③執務場所、休憩場所 ④必要な資源の確保方
法 ⑤働く期間・一日のスケジュール ⑥想定される危険や安全確保方法 ⑦業務の「内容」
（何をするのか）、「目的」（なぜ、それをするのか）、「ゴール」（業務終了時、どのようにな
っていれば良いのか） 等 
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6. 受援業務の開始・状況把握【各業務（庁内全体）】 

 各業務の受援担当者は、応援職員等と業務を始めるにあたり、業務を円滑に進めるため、業務

の実施方針や見通しについて調整を行う機会を設けるなど状況認識の統一を図るよう努める。 

 各業務の受援担当者は、応援職員等と定期的に打合せを行い、町の災害対策本部における方針

や指示を伝え情報共有を図るとともに、応援職員等による活動状況などを確認し、必要に応じ

て改善に努める。 

 庁内全体の受援担当者は、応援職員等の代表者等が町の災害対応全般について把握する機会と

して、災害対策本部会議への出席を依頼する。 

 

7. 撤収調整（応援の終了）【各業務（庁内全体）】 

 各業務の受援担当者は、受援業務の進捗状況を踏まえて、応援の終了時期を検討した上で、応

援職員等と協議し相互の了解のもとで応援の終了時期を決定する。応援の終了を決定する場合

は、庁内全体の受援担当者と情報共有する。 

 

8. 精算【庁内全体】 

 都道府県や応援職員等派遣機関と調整のうえ、実費・弁償の手続きを行う。 
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第４章 受援対象業務 

第１節 受援対象業務の全体像 

本計画における受援対象業務の全体像として時系列での受援対象業務の主な流れを次ページに

示す。 

 

第２節 本計画における受援対象業務 

本計画では、以下の５つの受援対象業務を取り扱う。 

 

本計画で取り扱う受援対象業務 

（１）避難所運営 

（２）住家の被害認定調査 

（３）罹災証明書の交付 

（４）災害廃棄物の処理 

（５）支援物資の受入れ 
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受援対象業務 全体タイムライン 

受援対象業務 初動期 応急対応期（前半） 応急対応期（後半） 

１ 避難所運営 

 

  
   

 

 

  

２ 
住家の 

被害認定調査 
  

  

 

    

３ 罹災証明の交付      

    

４ 災害廃棄物の処理 

     

  

  

 

 

 

 
※ 応援要請を検討する主な業務 

各避難所運営 庁内体制整理 支援団体協働（環境改善）、民間委託（警備等） 

避難所状況把握（箇所・人数、保健福祉ﾆｰｽﾞ、名簿、生活環境等）/在宅被災者状況把握 

備蓄物資や支援物資の配布 

在宅被災者支援/生活支援等の情報発信 

退所目途の把握、避難所解消日の検討・周知 

避難所運営 住民自主運営促進 

収集運搬の実施 
 

被害状況の把握 

住民・ボ
ラ ン テ
ィ ア へ
の周知 

収集運搬体制の確保 

仮置場の整備 仮置場における分別・火災防止策等の徹底による管理・運営 

災害時組織体制への移行 

災害廃棄物の発生状況の情報収集 

仮置場の確保 

実施体制の構築（庁内体制、応援要請)・運営 

廃棄物の焼却処理・埋立処分・破砕選別・再生利用の実施 

 

生活ごみ等の処理 

災害廃棄物の処理 

災害廃棄物の回収方法の検討 

調査方針の決定、体制の構築、応援職員等の要請 

研修実施／資機材の調達 

 調査班の編成 

罹災証明書等の様式の設定／資材調達 

被害認定調査、罹災証明書のスケジュール等に関する広報 

 調査実施 

 被災者台帳の作成 

第２次調査 
・再調査 

交付方針の決定、体制の構築 初回の罹災証明書の交付 

「生活再建支援制度の各種申請・受付」 

「仮設住宅入居の募集・申込」等の 

業務へと続くことに留意 

 再調査の 
罹災証明書の交付 
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受援対象業務 初動期 応急対応期（前半） 応急対応期（後半） 

５ 物資支援の受入れ 

   
物資チーム配置 

物資拠点候補施設の被災状況確認 

物資拠点の選定・体制構築 

避難者数や避難所・在宅避難者等の物資ニーズの把握／物資の調達 

物資拠点の運営 

備蓄物資の状況確認 備蓄物資の仕分け・配送 

プル型支援物資の受入れ・配送 

プッシュ型支援物資の受入れ・配送 



 

9 
 

第３節 受援シート 

 災害時に応援受入れを円滑にできるよう、受援対象業務ごとに次ページ以降の受援シートをあらか

じめ作成しておく。受援シートの記載項目及び留意点は以下のとおり。 
なお、災害時においては、災害の種類や被害状況等を踏まえ、応援職員等と協議し、必要に応じて

受援シートの内容の追加、変更等を行う。 
 

■応援職員等の執務スペース 
＜留意点＞ 
・上記の業務関連機関・団体等の受入れを想定したスペ

ースを選定する 

■関係機関・団体等の連絡先 
＜留意点＞ 
・関連する応援要請先等を記載する 
・人事異動や訓練などの際に連絡先を確認する等、顔の

見える関係を構築する 
・市町村の状況に応じて、適宜行を追加・削除する 

■応援職員等の要請人数の考え方 
＜留意点＞ 
・応援要請人数や必要となる職種、技能などを整理し記

載する 
■必要な資機材等 
＜留意点＞ 
・資機材の種類や数量は、発生した災害の種類や被害状

況によって異なるが、最低限定まっているものは記載

する 
■指針・手引き等 
＜留意点＞ 
・業務に関する詳細資料等について記載する 
・市町村独自マニュアル等を追加する 

■業務主担当部署 
＜留意点＞ 
・組織改正や人事異動の際に必ず見直し確実に修正や引
継ぎを行う 

■業務の概要と流れ 
＜留意点＞ 
・応援要請を検討する主な業務（業務全てを応援職員が

行えるものではない）については、色分けする 
・一般的な業務の流れを記載しているため、作成時に適

宜変更する 

■応援要請を検討する主な業務内容 
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１ 避難所運営 受援シート 

■業務主担当部署 
区分 部署・役職 連絡先 備考（FAX等） 

業務責任者 生活部長 072-766-0001  

受援担当者 保険課長 072-767-6235 072-767-7200 
■業務の概要と流れ 

業務概要 災害発生時に指定避難所の安全確認と開設を行い、避難者の受入れや避難所の運営

（情報提供や支援物資の供給）等を行う。 
 

項目 発災当日 ～3日 ～１週間 ～１ヶ月 

1 体制整備 

 
 

         

2 情報収集 

          

３ 物資の配布 

          

４ 
避難所運営

管理 

 
 

         
 

５ 広聴広報 
          

６ 
避難所の解

消 

          

７ 調整会議の開催 
          

 
■応援要請を検討する主な業務内容（上記    箇所） 

マネジメント 
業務支援 

・避難所の状況把握（箇所・人数、保健福祉ﾆｰｽﾞ、名簿、生活環境等） 
・実施体制の構築（庁内体制の調整、応援要請職員等の算定・調整） 
・在宅被災者への対策検討 
・避難所の環境改善に向けた検討 
・避難所解消に向けた検討 

実務への 
支援 

・避難所の運営 
・在宅被災者への支援 
・被災者への生活支援等の情報発信 

運営支援要員確保 
（応援職員等） 

調整会議の定期的開催 

主管部署 
配置 

各避難所運営 庁内体制整理 
支援団体協働（環境改善） 

民間委託（警備等） 

避難所状況把握（箇所・人数、保健福祉ニーズﾞ、名簿、生活環境等） 

在宅被災者状況把握 

生活支援等の情報発信 

避難所運営 住民自主運営促進 

在宅被災者支援 

物資ニーズの把握 

備蓄物資の配布                    支援物資の配布   

退所目途の把握、 
避難所解消日の検討・周知 

 



 

11 
 

■関係機関・団体等の連絡先 
区分 所属 担当 連絡先 備考（FAX等） 
兵庫県 市町振興課 行政担当 078-362-3098  
国 自衛隊 第３師団長 072-781-0021  

協定締結 
地方公共団体 

兵庫５カ国会議   企画政策課管轄 
阪神７市１町 
（防災担当） 協定書の通り 各市防災担当 

災害応急対策活動

に対する協定 

丹波篠山市 市民安全課 
防災担当 079-552-1116 

災害応急対策活動

に対する協定 

協定締結 
事業者等 

学校法人大前学園  072-767-2131 
指定避難所施設利

用 
(福)グッド・サマリ

タン  072-784-6001 
福祉避難所(障害

者福祉施設) 
生活協同組合 
コープ  0797-83-1018 物資の供給 

株式会社ナフコ 総務部係長 

（昼間） 
093-521-5155 
（夜間） 
090-4654-1535 

物資の供給 

NPO・ボランティ

ア団体 
コメリ災害対策 
センター  

（TEL） 
025-371-4185 
（FAX） 
025-371-4151 

物資の供給 

その他関係機関 川西市医師会  078-231-4114 傷病者の救護 

 
■応援要員等の執務スペース 

活動拠点（屋内） 各指定避難所 
現場（屋外） 物資仕分け所 

 
■応援職員等の要請人数の考え方 

〇以下に示す避難所運営に必要な職員数から発災時に自市町村で動員できる職員数を引いて、要請
人数を見積もる。 

 
避難所運営に必要な職員数 
＝ 開設避難所数 × １避難所を運営管理する行政職員数（２名） × ３ローテーション 

 
■必要な資機材等 

車両、通信機材、地図、机、椅子、筆記用具、簡易ベッド、間仕切り、簡易トイレ、燃料、扇
風機、（詳細は以下指針・手引き等を参照）※必要に応じて、応援職員に持参を依頼 

 
■指針・手引き等 

・避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針【内閣府】 
・避難所運営ガイドライン【内閣府】 
・福祉避難所の確保・運営ガイドライン【内閣府】 
・避難所におけるトイレの確保・管理ガイドライン【内閣府】 
・猪名川町 避難所運営マニュアル 
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２ 住家の被害認定調査 受援シート 

■業務主担当部署 
区分 部署・役職 連絡先 備考（FAX等） 

業務責任者 まちづくり部長 072-766-0001  
受援担当者 税務課長 072-766-8702 072-766-8896 

 
■業務の概要と流れ 

業務概要 各種被災者生活支援策の判断材料となる罹災証明書を交付するため、内閣府の

運用指針等に基づき、住家等の被害の程度を判定する被害認定調査を実施する。 

 
項目 ～３日 ～１週間 ～１ヶ月 

1 被害認定 
調査 

     

 

   

2 広報 

         

３ 罹災証明書の
交付 

         

４ 調整会議の 
開催 

         

※「災害に係る住家被害認定業務 実施体制の手引き」（内閣府）を参考に作成 
 

■応援要請を検討する主な業務内容（上記    箇所） 

マネジメント 
業務支援 

・調査方針の策定 
・実施体制の構築（庁内体制の調整、応援職員等の算定・調整等） 

実務への 
支援 

・現地での被害認定調査 
・被害認定調査結果の整理 
・被災者台帳の作成 

 

調査班の編成 

調整会議の定期的開催 

調査方針の決定 
体制の構築 

応援職員等の要請 

  初回の罹災証 
明書交付 

詳細は「3-2 罹災証明書の交
付」 受援シート参照 

 

第2次調査・再調査 

再調査の 
罹災証明書交付 

研修実施 

  被災者台帳の作成 

 被害認定調査実施、罹災証明書交付 
スケジュール等に関する広報 

 再調査依頼が可能 
である旨の周知 

交付方針の決定 
体制の構築 

 罹災証明書等の 
様式の設定 

資機材の調達 

資機材の調達 

 調査実施 
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■関係機関・団体等の連絡先 
区分 所属 担当 連絡先 備考（FAX等） 
兵庫県 市町振興課 行政担当 078-362-3098  
国 自衛隊 第３師団長 072-781-0021  

協定締結 
地方公共団体 

兵庫５カ国会議   企画政策課管轄 
阪神７市１町 
（防災担当） 協定書の通り 各市防災担当 

災害応急対策活動

に対する協定 

丹波篠山市 市民安全課 
防災担当 079-552-1116 

災害応急対策活動

に対する協定 
協定締結 
事業者等     

その他関係機関     

■応援職員等の執務スペース 
活動拠点（屋内） 役場空会議室、猪名川町産業拠点地区 
現場（屋外） 各災害現場 

■応援職員等の要請人数の考え方 
〇応援職員等の要請人数を見積もる前に、下記を踏まえて「調査方針を決定」する。 
・調査方針の決定に当たっては、災害の規模（被害棟数）や被害集中地域等、被害状況に関する

情報を発災後速やかに収集することが重要となる。 
※現地概況調査のほか、航空写真、ハザードマップ等を活用し迅速に情報を収集する 

・収集した情報を基に、災害の種類、被害の規模等に応じて各調査方法の特徴を勘案し、方針を

決定する（市町村単独で判断が困難な場合、総括支援チーム等の助言を受ける）。 
<各調査方法の特徴比較> 

 
〇調査方針を決定した上で「災害に係る住家被害認定業務 実施体制の手引き」に記載されている

「調査体制の構築（人員計算、調査事例等）」等を参照して応援職員等の要請人数を見積もる。 

 メリット デメリット 

当該市町村全域 
（全棟調査） 

大規模地震等では被害が市町村全域に広

がるため、申請を待たず全ての住家を調査

する方が効率的な場合がある。 

市域が広い場合、調査棟数が多くなり、調

査に要する期間が長くなる。 

一部地域は全棟 
+申請建物 

水害など、被害地域が小さいエリアに固ま

っており移動距離が短い場合や、申請を待

ってから現地調査を行うとより時間を要

すると判断される場合、被害地域内につい

ては全ての住家を調査する方が、効率的な

場合がある。 

災害によっては全棟調査の範囲が明確に

なりにくい。 
申請建物の調査は、地理的に近接している

順に実施できない可能性があり、非効率と

なる可能性がある。 

申請建物のみ 

被害棟数が多くなければ、調査が必要とさ

れている家屋のみを調査対象にする方が

効率的な場合がある。 

申請建物の調査は、地理的に近接している

順に実施できない可能性があり、非効率と

なる可能性がある。 
調査棟数の見積が困難となり、必要な人員

確保の見通しが立てにくい。 

■必要な資機材等 
机、椅子、PC、プリンター、車両、地図、腕章、調査票、バインダー、デジタルカメラ、 
巻尺、水平器、ヘルメット、作業着、筆記用具等（詳細は以下手引きを参照）※必要に応じて、
応援職員に持参を依頼 
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■指針・手引き等 
・災害に係る住家の被害認定基準運用指針／参考資料【内閣府】 
・住家被害認定調査票【内閣府】 
・災害に係る住家被害認定業務 実施体制の手引き【内閣府】 
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３ 罹災証明書の交付 受援シート 

■業務主担当部署 
区分 部署・役職 連絡先 備考（FAX等） 

業務責任者 教育部長 072-766-0001  

受援担当者 福祉課長 072-766-8701 072-766-8895 
■業務の概要と流れ 

業務概要 被害認定調査結果に基づき、罹災証明書を交付する。 

 
項目 ～３日 ～１週間 ～１ヶ月 

1 被害認定 
調査 

     

 

   

2 広報 

         

３ 罹災証明書の
交付 

         

４ 調整会議の 
開催 

         

※「災害に係る住家被害認定業務 実施体制の手引き」（内閣府）を参考に作成 
 

■応援要請を検討する主な業務内容（上記    箇所） 
マネジメント 
業務支援 

・罹災証明書交付方針の検討 
・実施体制の構築（庁内体制の調整、応援職員等の算定・調整） 

実務への 
支援 

・申請書の受付に関する窓口業務 
・罹災証明書の交付 

 

 

調査班の編成 

調整会議の定期的開催 

調査方針の決定 
体制の構築 

応援職員等の要請 

  初回の罹災 
  証明書交付 

詳細は「3-１住家の被害認定調

査」 受援シート参照 

第2次調査・再調査 

再調査の 
罹災証明書交付 

研修実施 

  被災者台帳の作成 

 被害認定調査実施、罹災証明書交付 
スケジュール等に関する広報 

 再調査依頼が可能 
である旨の周知 

交付方針の決定 
体制の構築 

 罹災証明書等の 
様式の設定 

資機材の調達 

資機材の調達 

 調査実施 
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■関係機関・団体等の連絡先 
区分 所属 担当 連絡先 備考（FAX等） 
兵庫県 市町振興課 行政担当 078-362-3098  

国 自衛隊 第３師団長 072-781-0021  

協定締結 
地方公共団体 

兵庫５カ国会議   企画政策課管轄 
阪神７市１町 
（防災担当） 協定書の通り 各市防災担当 

災害応急対策活動

に対する協定 

丹波篠山市 市民安全課 
防災担当 079-552-1116 

災害応急対策活動

に対する協定 
その他関係機関     

 
■応援職員等の執務スペース 

活動拠点（屋内） 図書館、六瀬総合センター 

現場（屋外） ‐ 
 
■応援職員等の要請人数の考え方 

〇応援職員等の要請人数を見積もる前に、下記を踏まえて「交付方針を決定」する。 

・罹災証明書の交付については、被害認定調査担当と罹災証明書交付業務担当の連携が必須で

あるため、事前に役割を明確化することが重要である。 
・交付方針の決定に当たっては、被災世帯数や被害の地域的な広がり等を勘案し、より迅速に

交付できる方法を決定する（市町村単独で判断が困難な場合、総括支援チーム等の助言を受

ける）。 
・交付方法については、主に、次の方法で実施されている。 
・窓口のみ：交付窓口を設定し、当該窓口でのみ罹災証明書を交付 
・窓口と郵送による交付：窓口での交付に加え、郵送により罹災証明書を交付 
※避難所を巡回して罹災証明書を交付した例もある。 

〇交付方針を決定した上で「災害に係る住家被害認定業務 実施体制の手引き」に記載されている「交

付体制の整備（人員確保、交付体制の事例等）」等を参照して、応援職員等の要請人数を見積も

る。 
 
■必要な資機材等 

机、椅子、パソコン、プリンター、消耗品、筆記用具、携帯電話等（詳細は以下手引きを参照）※

必要に応じて、応援職員に持参を依頼 
 
■指針・手引き等 

・災害に係る住家の被害認定基準運用指針／参考資料【内閣府】 
・住家被害認定調査票【内閣府】 
・災害に係る住家被害認定業務 実施体制の手引き【内閣府】 
・兵庫県 被災者生活再建支援制度 
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４ 災害廃棄物の処理 受援シート 

■業務主担当部署 
区分 部署・役職 連絡先 備考（FAX等） 

業務責任者 地域振興部長 072-766-0001  

受援担当者 農業環境課長 072-766-8709 072-766-7725 
■業務の概要と流れ 

業務概要 

通常生活や避難所から出てくる生活ごみのほか、災害廃棄物が大量に出てくるた

め、通常の生活ごみ処理体制を維持しながら、災害廃棄物の処理方針を検討し、

必要な仮置場の設置・管理・運営、住民・ボランティアへの周知、廃棄物処理を

行う事業者との契約締結等による処理体制の確保等を行う。 
 

項目 発災当日 ～１週間 ～１ヶ月 

1 体制整備 
         

2 被害情報の収

集等 
         

3 
生活ごみ・避

難所ごみ等

の処理 

         

4 災害廃棄物

の処理 

         

５ 廃棄物 
の処理 

         

※「災害時の一般廃棄物処理に関する初動対応の手引き」（環境省）を参考に作成 
 

■応援要請を検討する主な業務内容（上記    箇所） 

マネジメント 
業務支援 

・生活ごみ、避難所ごみ等（仮設トイレなどのし尿含む）及び災害廃棄

物の収集運搬の方針検討（収集運搬車両の派遣等） 
・実施体制の構築（庁内体制の調整、応援要請職員等の算定・調整） 
・廃棄物の処理方針の検討 
・国、県、市町村、支援団体等との調整 

実務への 
支援 

・生活ごみ、避難所ごみ等及び災害廃棄物の収集運搬 
・仮置場の管理 

 
収集運搬の実施 

災害廃
棄物の
回収方
法の検
討 

住民・ボ
ランティ
アへの周

知 

 
被害状況の把握 

住民・ボ
ラ ン テ
ィ ア へ
の周知 

 
収集運搬の実施 収集運搬 

体制の確保 

仮置場
の整備 仮置場における分別・ 

火災防止策等の徹底による管理・運営 

初動対応以降の 
廃棄物の処理方針の検討 

 
災害組織体制への移行 

 
災害廃棄物の発生状況の情報収集 

 
仮置場の
確保 

実施体制の構築 
（庁内体制、応援要請) 

 
運営 

廃棄物の焼却処理・埋立処分・ 
破砕選別・再生利用の実施 

 

継続的な処理 
体制への移行 
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■関係機関・団体等の連絡先 
区分 所属 担当 連絡先 備考（FAX等） 
兵庫県 市町振興課 行政担当 078-362-3098  
国 自衛隊 第３師団長 072-781-0021  

協定締結 
地方公共団体 

兵庫県各市町・広

域事務組合 
各市町担当

者   

 
 

協定締結 
事業者等 

猪名川環境事業

推進協議会    

猪名川造園業協

会 
代表 
眞田氏 090-2198-8213  

 猪名川建設協会 代表 福田

氏 072-769-0048  

その他関係機関     
ボランティア 

団体     

 
■応援職員等の執務スペース 

活動拠点（屋内） クリーンセンター、猪名川町産業拠点地区 

現場（屋外） 各災害現場、仮置場 
 
■応援職員等の要請人数の考え方 

〇以下に示す本部及び現場で必要な職員等人数から発災時に自市町村で動員できる職員数を引い

て要請人数を見積もる。 
（１）本部に必要な職員等人数 ※市町村の規模や被災規模に応じて検討 
   

①廃棄物担当部署のリーダー１人  
  ②廃棄物担当部署のサブリーダー１人  
  ③廃棄物担当部署職員２～４人  
 
（２）１現場（仮置場）あたりに必要な職員等人数  
 ・搬入場所の出入口１ヶ所あたり職員等１～２人（受付（搬入物検査員）等）を配置  
  ※分別指導、荷下ろし補助、車両誘導、場内誘導、搬出車両のタイヤ洗浄、夜間警備等は業者

委託のため算入せず 
 
■必要な資機材等 

車両、地図、机、椅子、PC、プリンター、カメラ、携帯電話、ヘルメット、作業着、防塵マスク、
手袋、雨具、防寒具（詳細は以下手引きを参照）※必要に応じて、応援職員等に持参を依頼 

 
■指針・手引き等 

・災害廃棄物対策指針・技術資料【環境省】 
・災害関係業務事務処理マニュアル（自治体事務担当者用）【環境省】 
・市町村向け災害廃棄物処理行政事務の手引き【環境省】 
・災害時の一般廃棄物処理に関する初動対応の手引き【環境省】 
・猪名川町災害廃棄物処理計画 

 
 

④技術系職員（土木部局等）  
⑤事務系職員（総務・財政部局） 
⑥その他（専門業者、専門家、 

コンサルタント等） 

＋α 

地図には、通常時のごみ収集ルートや清掃工場、ごみステーション設置個所、 
ガソリンスタンドなどの掲載があると応援職員等は活動しやすい 

https://www.google.com/search?q=%E7%8C%AA%E5%90%8D%E5%B7%9D%E7%94%BA+%E3%83%95%E3%82%AF%E3%83%80%E5%BB%BA%E8%A8%AD&rlz=1C1GCEU_jaJP1048JP1049&oq=%E7%8C%AA%E5%90%8D%E5%B7%9D%E7%94%BA%E3%80%80%E3%83%95%E3%82%AF%E3%83%80%E5%BB%BA%E8%A8%AD&gs_lcrp=EgZjaHJvbWUyBggAEEUYOTIKCAEQABgEGAgYHjIMCAIQABgEGAgYDxge0gEINzk5OGowajSoAgCwAgA&sourceid=chrome&ie=UTF-8&safe=active&ssui=on
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５ 支援物資に係る業務 受援シート 

■業務主担当部署 
区分 部署・役職 連絡先 備考（FAX等） 

業務責任者 議会事務局長 072-766-0001  

受援担当者 産業労働課長 072-767-6253 072-767-7220 
■業務の概要と流れ 

業務概要 

災害発生時、物流事業者等の協力を得ながら物資拠点、避難所での体制を
確保するとともに、国や都道府県、他の自治体、協定締結企業等からの支
援物資（プッシュ・プル型）を円滑に受入れ、被災者に対して迅速かつ適
切に物資を供給する。 
※個人・法人からの無償で提供される義援物資は、ボランティアによるオペレーション

にするなど、公的な支援物資とは切り分けて考える。 
 

項目 発災当日 ～3日 ～１週間 ～１ヶ月 

1 物資供給体制の
確立 

 
 

           

2 備蓄物資の 
提供 

       
 
 

     

３ 
避難者ニーズを踏
まえた物資の調

達・受入れ・配送(プ
ル型） 

            

４ 
生活必需品等の受

入れ・配送 
（プッシュ型） 

            

５ 義援物資の受入れ方

針の決定・広報等 

            

※「ラストマイルにおける支援物資輸送・拠点開設・運営ハンドブック」（国土交通省）等を参考に作成 
 
■応援要請を検討する主な業務内容（上記    箇所） 

マネジメント 
業務支援 

・物資拠点の選定及び設置、輸送ルート・配送先等の検討 
・別途作成する物資配分計画をふまえた物資配送計画の立案 
・物資調達先との調整 

実務への 
支援 

・備蓄物資保管場所から各避難所への配送 
・物資拠点の運営（物資の受入れ、荷卸し、検品、保管・管理、入出庫記録、

仕分け、積み込み） 
・物資拠点から各避難所への配送（配送計画の立案・実施） 

 
 
 

物資チーム
配置 

物資拠点の運営 

 

備蓄物資
状況確認 

物資拠点候補施設
被災状況確認 

物資拠点の 
選定・体制構築 

 

避難者数等の把握 

義援物資受入れ 
方針の検討・決定 

方針の広報 

※避難所のニーズ把握は「避難所運営」と
連携して実施することを想定 

物資の仕分け・配送 

避難所・在宅避難者等の 
物資ニーズの把握、物資の調達 

生活必需品等の 
受入れ・配送 

避難者数等の把握 

備蓄物資の仕分け・配送 



 

20 
 

■関係機関・団体等の連絡先 
区分 所属 担当 連絡先 備考（FAX等） 
兵庫県 市町振興課 行政担当 078-362-3098  
国 自衛隊 第３師団長 072-781-0021  
 

協定締結 
地方公共団体 

兵庫５カ国会議   企画政策課管轄 
阪神７市１町 
（防災担当） 協定書の通り 各市防災担当 

災害応急対策活動

に対する協定 

 丹波篠山市 市民安全課 
防災担当 079-552-1116 

災害応急対策活動

に対する協定 
協定締結 
事業者等 

株式会社プロロジ

ス 
プロパティ・マネ

ジメント部   

NPO・ボランティ

ア団体     
 
■応援職員等の執務スペース 

活動拠点（屋内） 猪名川町産業拠点地区、文化体育館 
現場（屋外） 猪名川町産業拠点地区、文化体育館 

 
■応援要請にあたっての留意事項 

【支援物資対応】 
○大規模災害時には、要請を待たずに国・都道府県等から、プッシュ型で支援物資が送られてくること

から、速やかに、受入れに必要な物資拠点を開設するとともに避難所まで適切に物資が供給できるよ

う体制を構築する。 
○「物資調達・輸送調整等支援システム」を活用することで、各避難所ニーズに基づいた物資の調達（要

請）および物資の輸送・到着状況等の把握を行うことができる。 
【物流事業者との連携体制】 
○支援物資の円滑な受入れ・供給を行うためには、運搬や在庫管理、荷積み等、各種業務に対する専門

的な知識やノウハウが必要となるため、物流事業者（運送事業者等）による支援が必須であるため、

平時より物流事業者等と支援物資物流に係る協定締結等に取り組むことが重要である。 
○物流事業者との役割分担は、物資の要請・調達、配分決定を猪名川町、配分計画に基づく配送計画立

案・物資拠点運営（仕分け・保管・管理）・配送をテナント業者とする。 
 

本業務は複数の部署にまたがる可能性も高いため、
より円滑な業務運営ができるよう、１つのチームと
して密な連携を図るよう努める。 
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■応援職員等の要請人数の考え方 
○以下に示す本部及び現場で必要となる人員数から、発災時の動員可能な職員数を差し引いて要請

人数を見積もる。なお、対象とする避難者数はもとより、物流資機材の設備状況、施設の状況（保

管場所の規模や積卸場所の確保状況）等により必要人員が異なることから、必要な役割を記載す

る。 
■本部に必要な職員等人数 ※市町村の規模や被災規模に応じて検討 
 ①支援物資担当部署のリーダー１人  
 ②支援物資担当部署職員３～６人  
■物資拠点運営上必要な役割分担 
 
 

 
■必要な資機材等（物資拠点他） 

輸送車両（レンタカー、公用車等含む）、フォークリフト、ハンドリフト、パレット、カゴ車、台車、

カラーコーン、大型扇風機（排気ガス対策）、テント（上屋がない場合）、パソコン、物資ラベル等

（物流事業者が確保できない場合は、リース等により調達） 
 
■指針・手引き等 

・ラストマイルにおける支援物資輸送・拠点開設・運営ハンドブック【国交省】 
・物資調達・輸送調整等支援システム運用及び操作説明書【内閣府】 

   

＋α ③物流専門家（物流事業者）等 １人 

拠点運営統括、荷卸し、積付け、仕分け、積み込み、トラック誘導、入出庫管理、 
配送（拠点～各避難所）等 
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その他 災害救助法の活用について 

 
災害救助法が適応された場合、職員が迷わず、躊躇せず必要なものを購入、応援要請をする。 
 
＜災害救助法とは＞ 
災害に対して、国が地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下に、応急的 に、

必要な救助を行い、被災者の保護と社会秩序の保全を図るもの 
 
＜救助の種類＞ 
災害が発生した段階の救助 
〇避難所などの収容施設や仮設住宅の供与 
〇炊出しなどによる給食 
〇給水車などによる給水 
〇被服、寝具その他生活必需品の支給又は貸与 
〇医療及び助産（救護班の出動など） 
〇被災者の救出 
〇被災住宅の応急修理 
〇被災者の生業に必要な金品の給与・貸与 
〇学用品の給与 
〇埋葬、死体の捜索及び処理 
〇遺体の捜索及び処理 
〇障害物の除去 

災害が発生するおそれ段階の救助 
 〇避難所の供与 
※救助の程度、方法、期間は、内閣総理大臣が定める基準に従い都道府県知事等が定める 
 
＜適用要件・基準＞ 
■災害が発生した段階の適用 
・災害により市町村等の人口に応じた一定数以上の住家の滅失（全壊）がある場合 
・多数の者が生命または身体に危害を受け、または受けるおそれが生じた場合であって、避難して継

続的に救助を必要とする場合等 
 
■災害が発生するおそれ段階の適用 
 災害が発生するおそれがある段階で、国が災害対策本部を設置し、その所管区域となり、党が億域

内で被害を受けるおそれがある場合 
 

 
 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%BB%AE%E8%A8%AD%E4%BD%8F%E5%AE%85
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%82%8A%E5%87%BA%E3%81%97
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%A6%E6%B0%B4%E8%BB%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%B5%A6%E6%B0%B4
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%94%9F%E6%B4%BB%E5%BF%85%E9%9C%80%E5%93%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%BB%E7%99%82
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8A%A9%E7%94%A3%E5%B8%AB
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%AD%A6%E7%94%A8%E5%93%81
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%9F%8B%E8%91%AC
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%8D%9C%E7%B4%A2
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